
建築基準法第４３条第２項第一号認定事務処理要領 

制定　令和６年７月３１日 

（趣旨） 

第１条　この要領は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第４３条第２項第一号に

規定する認定（以下「認定」という。）について法、建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号。

以下「省令」という。）及び太田市建築基準法施行細則（平成１７年規則第２１４号。以下「細則」とい

う。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（事前協議） 

第２条　認定を受けようとする者（以下、「申請者」という。）は、道路に該当しない幅員４ｍ以上の道及び

通路等を所管する担当課と事前に協議しなければならない。 

（提出書類） 

第３条　申請者は、省令及び細則で定める図書等を下表に掲げるところにより添付のうえ提出するものと

する。 

（審査及び意見聴取） 

第４条　認定申請の審査は、法第４３条第２項第一号認定基準の適合状況（別記様式）により行い、関係

課に意見聴取を行うものとする。 

附　則 

　　この要領は、令和６年７月３１日から施行する。  

 法第４３条第２項第一号認定申請の提出書類

 書 類 の 名 称 明 示 す べ き 事 項 等

 認 定 申 請 書 □認定申請書に以下の書類及び図面を添付する。（省令第 48 号様式）

 委 任 状 □代理者によって申請する場合のみ

 承 諾 書 □道路に該当しない幅員４ｍ以上の道の土地所有者及び権利を有する者 

※公共の用に供する道（官有地）の場合は不要

 公 図 の 写 し □道路に該当しない幅員４ｍ以上の道及び通路等は赤線で明示

 登記事項証明書 □申請敷地すべて

 そ の 他 □許可等（道路占用許可、公共物使用許可）の写し

 付 近 見 取 図 □方位、道路及び目標となる地物

 配 置 図 

各 階 平 面 図 

床 面 積 求 積 図

□縮尺、方位 

□道路に該当しない幅員４ｍ以上の道及び通路等の位置（赤線で明示）、幅員

及び種類 

□申請に係る建築物の位置、主要用途、構造及び規模 

□間取、各室用途及び床面積 

□床面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び算式

 ２面以上の立面図 

断 面 図

□縮尺 

□開口部の位置 

□各部分の高さ

 周 辺 状 況 写 真 □道路に該当しない幅員４ｍ以上の道及び通路等の状況 

□撮影位置及び方向（付近見取図、配置図又は公図に図示）



（別記様式） 

建築基準法第４３条第２項第一号認定基準の適合状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

〇関係課の意見 

 認定基準 基準の内容 適合状況

 

適用対象

群馬県建築基準法施行条例により制限が付加される建築物及び建

築基準法（以下「法」という。）の別表第一（い）欄（１）項に掲げる用

途に供する建築物に該当しないこと。

 延べ面積（同一敷地内に２以上の建築物がある場合にあっては、その

合計）が５００㎡以内の建築物の敷地であること。

 
敷 地 と 道

路の 間に

該 当 す る

もの

A）法第４２条第１項第１号及び第２号に掲げる法律以外の法律に基

づき築造されるもの（公的機関が築造若しくは管理するものに限る。）

で一般の交通の用に供する幅員４ｍ以上の道

 B）河川法に基づく一級河川、二級河川、準用河川及び里道、道路拡

幅用地、官地、その他の公共用地（以下「河川等」という。）

 

道又は河

川等に係

る 適 用 条

件

A）公共物の使用若しくは占用について公共物の管理者等の許可、

同意又は承認等の文書等を取得すること。

 A）幅員４ｍ以上の道に２ｍ以上接すること。

 B）河川等の使用若しくは占用について河川等の管理者等の許可、

同意又は承認等の文書等を取得すること。

 B）河川等を横断して道路に通じる通路等の幅は２ｍ以上であること。

 
敷地周囲

の状況

緊急車両が、道を通じて、敷地に接近できること

 敷地内への通行について支障がないこと。

 

容積率

A）前面道路幅員による容積率は、前面の道の幅員を適用。

 B）河川等を介した道路の幅員により、容積率を算定する。敷地を横

切って河川等がある場合は、それぞれ敷地を一体のものとして、容積

率を算定する。

 
道路斜線

制限

A）前面道路幅員を適用。

 B）河川等を介した道路とし、敷地を横切って河川等がある場合は、

河川等の幅員を含める。

 課名 意見 対応

 

 


